
































【別紙②】

② 請求者への要請 ③ 請求者が要請に応じない場合

(1)
実施機関の事務遂行能力を減殺させることを目
的とした大量請求であること

(2)
特定の個人を誹謗、威圧し、又は攻撃すること
を目的とした大量請求であること

(3)
その他の明らかな害意が認められる大量請求で
あること

Ｂ 請求対象文書が特定さ
れない大量請求 補正の要請

補正に応じないことを理由に公開拒否決
定

Ｃ 超大量請求 請求書を受領する前に当該
請求をしなければならない
必要性を確認するととも
に、事務執行上の支障を説
明し、抽出請求や分割請求
など適切な請求にしてもら
うよう要請する。

相当の部分を60日以内に諾否決定し、残
りの部分は条例で予定している請求権の
行使の範囲を超える請求として、条例第
10条第１項に基づき公開を拒否するもの
とする。この場合は、請求があった日か
ら15日以内に別記様式により請求者に通
知する。

① 不適正な大量請求の類型及び要件（定義）

請求された対象文書は特定されているものの、その
量が膨大で、担当者がその担当業務を遂行しなが
ら、すべての行政文書について諾否の決定をするに
は、おおむね１年以上の期間を必要とするような場
合であること

請求の取下げ要請 権利濫用を理由に公開拒否決定

Ａ 害意ある大量請求
次の(1)～(3)のいずれかに該当すること

「○○課（所）の書類全部」というように、請求対
象が特定されない大量請求であること

【要綱の問題点】

① 現実に行われる濫用的な請求を、要綱が示すような３つの類型に単純化することは困難である。

② 類型Ａ請求（「害意ある大量請求」）の「害意」を、具体的にどのような事情により認定するのかが示されていない。

③ 類型Ｂ請求（「請求対象文書が特定されない大量請求」）に対しては、請求者が補正に応じないことを理由に公開拒否決

定を行うこととするとしているが、他の類型の請求に対する対応（権利濫用を理由とする公開拒否決定）と差異を設ける

合理的理由が明確ではない。

④ 類型Ｃ請求（「超大量請求」）について、60日以内に諾否決定できる部分の請求についてのみ、「条例で予定している請

求権の行使の範囲内の請求」とする合理的理由が示されていない。また、この類型についてのみ独自の公開拒否決定の様

式を要綱で定めているが、条例に基づいて公開拒否決定をする以上、あくまで規則様式を用いて公開拒否決定を行うべき



 



【別紙③】

裁判例① 裁判例② 裁判例③ 裁判例④
平成15年10月31日
東京地裁（平成14年（行ウ）422号）

平成22年10月６日
横浜地裁（平成19年（行ウ）99号）

平成23年５月26日
東京地裁
（平成21年（行ウ）327号/平成22年（行ウ）379号）

平成25年３月28日
名古屋地裁（平成22年（行ウ）10号）

根拠法令 情報公開法 横須賀市情報公開条例 情報公開法 愛知県情報公開条例/愛知県個人情報保護条例

被告 関東運輸局長 横須賀市長 会計検査院事務総長→（移送）→警察庁長官 愛知県（教育委員会）

請求内容

〈１〉新規検査、中古新規検査、構造変更検査等を東京
陸運支局練馬検査登録事務所および東京陸運支局八王子
検査登録事務所で、行われ、車体の形状が『教習車』で
登録された時の車両に関する申請書類の一切（すべて）
の平成１４、１３、１２、１１、１０、０９、０８、０
７、年度申請分すべて」
〈２〉上記〈１〉の東京陸運支局八王子検査登録事務所
分は、『教習車』に登録するために、教習用や試験用な
どに『専ら使用』することを確認する書類『都道府県警
察本部から交付された、指定自動車教習所路上教習用自
動車証明書又は指定外自動車教習所路上教習用自動車証
明書の写し』が含まれていないものの登録された時の車
両に関する申請書類の一切（すべて）の平成１４、１
３、１２、１１、１０、０９、０８、０７、年度申請分
すべて」

平成13年度に土木部用地課の業務によって生じた公文書
及び資料等・工事、業務委託、買収、物件等の契約書類
すべて。また、公文書・資料の存在する一覧表平成13年
度土木部用地課の業務において契約した工事及び業務委
託等全ての契約状況（件名・場所・契約金額・請負業者
等・入札の場合は入札調書）が一件ごとに記載されてい
る一覧表形式になった表。（複数枚でもかまわない）
（契約書のコピーではない）また、公文書及び契約書で
公開出来ない書類等やその一覧表及びその理由が記され
たもの　平成13年度土木部用地課予算書（詳細な項目ま
で（細節・節名（細節名などの項目が載っており一件一
件予算の積み上げて計上してあるもの）明示してあるも
の。用地課が保有している。）平成13年度土木部用地課
決算書（詳細な項目まで（細節・節名（細節名などの項
目が載っており一件一件積み上げて計上してあるもの）
明示してあるもの。用地課が保有している。）書籍とし
てまとめてある総括的なものは路線別などにされている
がそれではなく、用地課が保有している一件一件詳細の
記入がされているもの。

平成11年度から平成13年度の各年度における総理府又は
内閣府に係る一般会計証明書類

愛知県教育委員会管理部特別支援教育課や愛知県内の特
別支援学校等の保管する行政文書及びその保有する保有
個人情報

対象文書量

件数：112万5220件
枚数：782万枚

段ボール120箱分 開示請求①：210万5955枚
開示請求②：213万4437枚
開示請求③：228万9201枚

請求件数は不明
《直近の請求件数》
「原告が処分行政庁に対して行った開示請求は、平成19
年度が217件、平成20年度が88件、平成21年度が413件、
平成22年度が575件という膨大な数に上り、処分行政庁
に対する開示請求の中で原告の開示請求が占める割合
も、平成19年度が40％、平成20年度が35％、平成21年度
が82％と高い水準で推移した。」

権利濫用
該当性

非該当 該当 該当 該当

権利濫用の
判断基準

　開示請求文書の開示に相当な時間を要することが明ら
かである場合であっても、そのことのみを理由として、
開示請求を拒むことは原則としてできないのであって、
開示請求に係る行政文書が著しく大量である場合又は対
象文書の検索に相当な手数を要する場合に、これを権利
濫用として不開示とすることができるのは、請求を受け
た行政機関が、平素から適正な文書管理に意を用いてい
て、その分類、保存、管理に問題がないにもかかわら
ず、その開示に至るまで相当な手数を要し（①）、その
処理を行うことにより当該機関の通常業務に著しい支障
を生じさせる場合であって（②） 、開示請求者が、専
らそのような支障を生じさせることを目的として開示請
求をするとき（③-1）や、より迅速・合理的な開示請求
の方法があるにもかかわらず、そのような請求方法によ
ることを拒否し、あえて迂遠な請求を行うことにより、
当該行政機関に著しい負担を生じさせるようなごく例外
的なとき（③-2）に限定されるものといわざるを得な
い。

　実施機関が本件条例５条に基づいて容易に公開請求の
却下等をできるとすれば、請求者の公開請求権が明確な
根拠なく制限されるおそれがあるから、当該公文書の公
開請求が、正当な権利行使であるとはいえず、権利の濫
用として許されない場合に当たるとの判断は慎重である
ことを要し、例えば、当該請求の内容、開示決定等に至
るまでの開示請求者とのやりとり、開示請求者の態度等
に照らし、当該開示請求に係る事務処理を行うことで実
施機関の業務の遂行に著しい支障を生じさせる場合で
あって（①）、かつ、開示請求者において、本件条例に
よる公文書公開制度の目的に従った開示請求を行う意思
が何らなく、対象文書が大量にわたったり、公開請求者
の意思が必ずしも明らかでない場合等に実施機関からの
度重なる協力の要請があったにもかかわらず、これに何
ら応じようとしないなど、実施機関の業務に著しい支障
を生じさせることを目的として開示請求をしていると評
価できるような場合（②）などにおいてはじめてこれに
当たるものと解すべきである。

　権利の行使といっても、常に例外なしに無制限に認め
られるというわけではなく、民法１条３項の「権利の濫
用は、これを許さない。」との規定に表象される法の一
般原理としての権利の濫用に該当する場合には、外形上
権利の行使のように見えても、権利の行使として是認す
ることができないというべきである。…対象文書の開示
に相当な時間を要することが明らかである場合であって
も、そのことのみを理由として、開示請求を拒むことは
原則としてできないというべきであるが、それにも限界
はあり、対象文書が余りに大量であるため、開示請求を
受けた行政機関が、開示決定に至るまでの処理を行うこ
とにより当該行政機関の通常業務に著しい支障を生じさ
せる場合であって（①）、開示請求者が、専らそのよう
な支障を生じさせることを目的として開示請求をすると
き（②-1）や、より迅速・合理的な開示請求の方法があ
るにもかかわらず、そのような請求方法によることを拒
否し、あえて迂遠な請求を行うことにより、当該行政機
関に著しい負担を生じさせるとき（②-2）など例外的な
場合には、当該開示請求を権利濫用として不開示とする
ことができるものと解される。

　本件情報公開条例及び本件個人情報保護条例には、開
示請求が権利濫用に当たる場合にこれを拒否し得る旨の
明文の規定は置かれていないけれども、行政文書開示請
求及び保有個人情報開示請求のいずれについても、権利
濫用が許容されない旨の一般法理の適用を否定するべき
理由は見当たらないから、実施機関は、当該開示請求が
権利濫用に当たる場合には、不開示決定をすることがで
きるものと解される。…当該開示請求が権利濫用に当た
るとの判断は慎重であることを要し、開示請求の目的や
態様（①）、開示請求に応じた場合の行政機関の業務へ
の支障（②）、県民一般の被る不利益等（③）を勘案
し、当該開示請求が社会通念上相当と認められる範囲を
超えるものであるか否かを個別的事情に即して判断する
ことが必要であるというべきである。



平成15年10月31日
東京地裁（平成14年（行ウ）422号）

平成22年10月６日
横浜地裁（平成19年（行ウ）99号）

平成23年５月26日
東京地裁
（平成21年（行ウ）327号/平成22年（行ウ）379号）

平成25年３月28日
名古屋地裁（平成22年（行ウ）10号）

あてはめ 要件①（文書管理の適正さ） 要件①（業務遂行への著しい支障） 要件①（通常業務への著しい支障） 要件①（開示請求の目的や態様）-1

　被告局長は、本件文書〈１〉の開示請求につき、原告
に対し、検索に著しい時間と労力が必要となると主張す
るが、これは、検索に当たって申請書類を編年体に編綴
した多数の簿冊を１頁ずつ確認することが必要であるこ
とを前提とするものであるところ、このような多数の申
請書類を保管するに当たって編年体の簿冊に編綴するこ
とはやむを得ないとしても、そのような簿冊には、その
中にいかなる申請書類が編綴されているかを明らかにす
るため、被告局長において申請を特定するために通常用
いる情報、すなわち、申請年月日、登録番号及び申請者
名等を記載した目次を付し、編綴された書類に一連の頁
数を付すべきものであり、それがされていれば、原告が
開示を求める文書が教習車という特種自動車の一種で
あって、特種自動車に係る申請か否かは登録番号によっ
て容易に識別することができ、しかも特種自動車に係る
申請はその他の自動車に係る申請に比べかなり少ないも
のであるから、これを検索する手数は被告らが主張する
数分の一にすぎないものと考えられる。すなわち、被告
らの主張には、自らの文書管理に適正を欠くことを前提
とする部分がかなり含まれているものといわざるを得な
い。その上、被告局長は、登録自動車に関する情報をコ
ンピュータに入力して管理しながら、その情報検索に関
するソフトウェアはかなり限定された能力しかなく、そ
の点にはコンピュータを用いた情報管理としてはかなり
時代遅れの感があり、情報管理のあり方に問題があると
いわざるを得ない。

　本件公開請求の対象文書は、段ボール約120箱分に及
ぶことが認められるところ、被告において、これらすべ
てについて、一つ一つ個別に非開示事由の有無を精査・
判断し、非開示事由がある場合には適宜マスキングを施
すなど、開示に至る一連の手続を遂げるためには、甚大
な労力を要することは明らかであり、被告の業務の遂行
に著しい支障を生じさせる場合に当たるといえる。

　本件各開示請求の対象文書の数は、本件開示請求
［１］が210万5955枚、本件開示請求［２］が213万4437
枚、本件開示請求［３］が228万9201枚であり…、これ
らと同種の行政文書である平成13年から平成17年までの
間に原告が処分行政庁から開示を受けた本件前開示請求
の対象文書が３件合計69万枚であったこと…と比較して
も、極めて大量であるといわざるを得ない。…処分行政
庁が本件各開示請求について開示決定等をするために
は、本件各開示請求の対象文書に多数の不開示情報が記
載されていることから…、［１］会計検査院が保管して
いる大量の簿冊を処分行政庁に搬入し、これを作成した
会計機関ごとに文書の種類等に基づき分類する作業を
行った上、［２］マスキング作業の効率化のため、その
全てを１枚１枚電子データ化し、［３］これらを作成し
た121ないし122の会計機関に対し、不開示情報該当性に
ついて個別に照会するなどして、不開示情報該当性等を
慎重に検討し、不開示とすべき情報について個別にマス
キング作業を実施するなどの事務処理が必要である。以
上のような処分行政庁の事務処理は、前記（ア）で指摘
した本件各開示請求の対象文書の量の膨大さを踏まえ
て、平成13年から平成17年までの間にされた本件前開示
請求について開示決定に要した事務処理の量及び期間等
…と比較しても、その事務量（労力・所要時間）は極め
て膨大であるといわざるを得ないから、これは、警察に
関する制度の企画及び立案、警察行政に関する調整、各
種事務を遂行するために必要な監察等といった処分行政
庁の通常業務（警察法15条、17条、５条２項、１項各参
照）にも長期にわたって多大な支障を及ぼすものという
べきである。

　原告は、頻繁に特別支援教育課や特別支援学校を訪問
し、被告の職員との面談を重ねるなかで、特別支援教育
等に関する行政文書の開示請求を繰り返すようになった
ものであるところ、平成18年度後半頃になると、被告の
職員が自分の思うような対応をしないと感じると開示請
求を頻発し、その取下げを交換条件として自らの要求に
従うことを求めるようになり、平成19年度に入ると、
様々な要求の交渉材料として大量の開示請求をするに
至ったものである。原告の要求は、〈１〉自らを愛知県
の特別支援教育連携協議会の委員にする、〈２〉Ａ教授
との面談の機会を設ける、〈３〉原告が特別支援学校を
訪問して開示請求をしていることをＡ教授に告げた被告
の職員を処分する、〈４〉Ａ教授にその発言内容につい
て謝罪させる、〈５〉特別支援学校の女性管理職等に自
らの求めるポーズでの写真撮影に応じさせるなどという
ものであり、このような内容の要求を貫徹する手段とし
て開示請求を行うことは、およそ正当性を見出し難いも
のというほかはない。加えて、原告は、自らの要求が受
け入れられると、開示請求を取り下げるという行動を幾
度も繰り返し、開示決定がされても、開示された行政文
書を実際に閲覧することはほとんどなかったものであ
り、原告が開示文書を閲覧しなかった割合は、平成19年
度が100％、平成20年度が85.7％、平成21年度が
91.3％、平成22年度が96.5％であって、各年度とも一貫
して極めて高い水準で推移していた。以上のような原告
の言動に照らすと、原告は、真に行政文書を閲覧する目
的で開示請求を行っていたわけではないといわざるを得
ない。

あてはめ 要件②（通常業務への著しい支障） 要件②（開示請求の目的、態様） 要件②-1（開示請求の目的） 要件①（開示請求の目的や態様）-2

　仮に検索に相当の手数を要するとしても、本件におい
ては、原告に対し、法１１条に基づいて、一部について
は通常どおりの期間内に開示をし、その余については、
相当の期間内に開示するというような方法もあること、
本件では、開示請求の対象となる文書が多数あると予想
されるところ、その文書１件につき３００円の「開示請
求にかかる費用」（法施行令１３条１項１号）が必要と
なること、さらにこれらの開示の実施を受けるためには
「開示実施費用」（同項２号）も別途必要となること等
を説明することにより、原告が迅速な開示を望む場合に
は、後記のとおりの開示請求の目的からすると、差し当
たり開示請求文書を半年分や一年度分に限定すること
や、まずその程度の開示を行ってそれ以外の分はその後
に順次開示すること等の了解を得ることも可能であった
と解される。しかしながら、本件では、被告局長は、文
書の特定を求める「補正通知書」を送付し、これに応答
する「補正書」を受け取ったことは認められるものの、
これに加えて、上記のような打診をしたものとは証拠上
認めることができない。…本件文書〈１〉に該当する文
書の検索が完了した場合には、本件文書〈１〉の類型性
にかんがみ、個々の申請書類につき、非開示事由の有無
を個別に判断する必要は認められず、開示するか否か及
びその範囲の決定にはさほどの困難を伴うものとは考え
られないことが認められる。

　原告は、公開を求めている公文書の範囲、本件請求書
の記載内容、被告からの依頼文書に対する回答書の内容
等、同人が真に本件公開請求を行う意思をもってこれを
行ったのであれば、当然容易に答えられるはずの質問に
ことごとく答えられておらず、また、本件請求書に記載
された対象文書すべての開示を求める必要性やその合理
的理由についても何ら説明をなし得ていないのであっ
て、このことに、本件公開請求に当たっては、Ａ１が本
件請求書等その他の文書の作成、横須賀市職員とのやり
とり等のほとんどをしたものと認められること、本件公
開請求書と同様の文面のものをＡ１、Ａ２及びＡ３が提
出して原告と同様の公文書の公開請求をし、被告からの
協力依頼にも原告とほぼ同様の文書をもって対応してい
ることなどを併せれば、原告は、本件条例による公文書
公開制度の目的に従った開示請求を行う意思が何らな
く、実施機関の業務に著しい支障を生じさせることを目
的として本件公開請求をしたと評価せざるを得ない。

　この点、〈証拠略〉によれば…本件各開示請求の目的
の一つに警察の裏金づくりの解明・検証があることまで
否定することはできない。しかしながら、［１］そもそ
も本件各開示請求以前に原告が開示請求をしていた場合
は、上記（ア）のとおり警察の不正経理に関する情報を
入手した後であったこと、［２］…実際に閲覧等をした
のはその一部にとどまっており（前記前提事実（１）
ア・イ）、〈証拠略〉によれば、本件各開示請求後に行
われた閲覧においては、旅費に関する文書につき閲覧の
途中で必要性がなくなったとして閲覧を終了したこと…
［３］…警察の裏金づくりの解明・検証の実効性等を考
えれば、事業の種類等によって対象文書を限定したり、
無作為抽出等の方法によったりすることでも、相当程度
実現可能であるといえること、［４］前記アで指摘した
対象文書の数や開示決定に至るまでに要する事務量に照
らすと…原告個人が本件各開示請求の対象文書の閲覧等
をすることは分量的・時間的に…著しく困難であるとい
わざるを得ないこと、［５］原告は…結局、対象文書の
限定はしておらず…［６］〈証拠略〉によれば、原告は
…自らのブログに平成18年１月13日付けで「いったん情
報公開請求しておけば、開示するか否かの最終的な結論
が出るまで、会計書類は廃棄されない（保存期間が延長
される）。」…などと書き込んだことも認められる。こ
れらの事情を総合すれば、本件各開示請求の目的は、第
一次的には対象文書の廃棄を阻止することにあり、原告
には少なくとも本件各開示請求の対象文書についてその
全部の閲覧等をする意思はなかったものといわざるを得
ない。

　原告の開示請求は、重複、反復にわたるものが多く、
「発達障害」や「学習障害」等の定義は存在しないとい
う持論に基づいて「発達障害」ないし「発達障害者」の
定義や、「せいきゅう」、「名称」、「参考」、「困
難」等の一般的な言葉の意味や定義を尋ねる趣旨のもの
が数多く含まれていた。なかでも、「発達障害」や「発
達障害者」の定義等に関する開示請求は、膨大な数に
上っており、平成20年５月20日から平成23年１月31日ま
での間にされた原告の開示請求のうち、170件以上がこ
のようなものであった。このような開示請求の対象や内
容、態様からも、原告の開示請求が真に行政文書の開示
を受けるためではなく、本件情報公開条例や本件個人情
報保護条例の定める開示請求制度の本来の趣旨、目的と
は異なる意図によって行われたことがうかがわれるので
あって、前記（３）で指摘した原告の言動をも併せ考慮
すると、原告の開示請求が真摯なものであったというこ
とはできない。
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あてはめ 要件③（開示請求の目的、態様） 要件②-2（開示請求の態様） 要件①（開示請求の目的や態様）-3

　原告が、本件文書〈１〉の開示を求めたのは、開示請
求によって得た文書のうちに自己に有利な文書があれ
ば、既に係属していた別訴において証拠資料として利用
することを意図したものであることが認められるので
あって（被告らもこの点については争っていない。）、
原告の上記のような目的からは、本件開示請求が、ある
程度包括的かつ網羅的なものにならざるを得ないこと
や、補正書の記載以上に当該文書の具体的な日付や当該
文書に係る自動車登録番号を特定して開示を求めること
ができなかったのはやむを得ないものというべきであ
る。

　原告は、［１］本件各開示請求をした際又はその後処
分行政庁に本件各開示請求に係る事案の移送が行われる
までの間に、会計検査院の職員から、対象文書の数が極
めて膨大であること等を告げられ、更に対象文書を限定
できないかなどと促され、そのままでは迅速・合理的な
開示を受けられないことを十分認識しながら、これには
応じず…［２］本件各開示請求に係る事案の移送を受け
た処分行政庁の職員から、対象文書の特定が不十分であ
り、開示請求に形式上の不備があるとして繰り返し対象
文書を具体的に特定すべき旨の補正を求められた際に
も、対象文書の特定がされているとして、これには応じ
なかった…。以上によれば…本件各開示請求は、対象文
書の数が極めて膨大であることから、そのままでは迅
速・合理的な開示を受けられないにもかかわらず、例え
ば可及的速やかに開示を受けるために対象文書を限定す
るなどの方策を原告が一切講じようとしなかった点にお
いて、迅速・合理的な開示請求の方法によることを拒否
してされたものといわざるを得ない。

 原告の開示請求には、対象文書の特定が不十分なもの
も少なくなかったが、原告は、平成21年10月頃から、処
分行政庁の補正依頼を拒否し、これに応じなかったもの
である。本件各開示請求についても、開示請求書におけ
る開示対象文書等の記載のみでは対象文書の特定が困難
であったり、請求内容が不明確であったり、形式的に
は、あまりにも大量の文書が対象文書に該当することに
なるなどの問題があったことから、処分行政庁は、原告
に対して本件各補正依頼を行ったが、原告は、これに応
答しなかったというのである。本件のように、極めて大
量の行政文書を対象とする膨大な数の開示請求が繰り返
される状況下においては、対象文書の特定が不十分な場
合にとどまらず、請求内容が不明確であったり、形式的
にはあまりにも大量の文書が対象文書に該当してしまう
ような場合にも、実施機関が開示請求書の補正依頼を行
い、これによって請求者の真意を確認したり、真に開示
の必要な行政文書に対象を絞ってもらうよう要請すると
いった働きかけをすることも許容されるというべきであ
る。ところが、原告は、合理的な理由もなく処分行政庁
の補正依頼を拒否し、これに応答しなかったものであっ
て、前記（１）ないし（４）で指摘した原告の開示請求
の回数、分量、内容、態様や処分行政庁の人的、物的制
約等をも併せ考慮すると、処分行政庁の本件各開示請求
に対する対応は、無理からぬところであったというべき
である。

あてはめ 要件②（業務への支障）

　原告が処分行政庁に対して行った開示請求は、平成19
年度が217件、平成20年度が88件、平成21年度が413件、
平成22年度が575件という膨大な数に上り、処分行政庁
に対する開示請求の中で原告の開示請求が占める割合
も、平成19年度が40％、平成20年度が35％、平成21年度
が82％と高い水準で推移した。…このように、極めて大
量の行政文書を対象とする膨大な数の開示請求が１人の
開示請求者によって行われるということ自体、本件情報
公開条例や本件個人情報保護条例が想定している開示請
求とはおよそかけ離れた利用形態であるというほかはな
い。 このような膨大な数の開示請求が行われた結果、
処分行政庁においては、本件開示請求１のうち最初の開
示請求がされた平成21年９月８日時点で、決定未了分の
判断の前提として、約６万5000枚もの文書を探索するな
どの作業を要し、本件各不開示決定のうちで一番最初の
本件不開示決定１がされた平成22年１月29日時点では、
対象文書の特定や開示・不開示の判断、一部開示決定の
場合に必要となる開示実施文書の作成といった一連の作
業を経て実際に開示を行うことができるのは、平成27年
度に入ってからになるものと見込まれるなど、大量の開
示請求を処理し切れない状態に陥っていたものである。
…処分行政庁における上記のような状況は、本件情報公
開条例や本件個人情報保護条例が前提としている開示請
求制度の維持、運営そのものを危うくするものであり、
その原因がひとえに原告１人の開示請求にあることは、
本件各開示請求の適否を考える上で無視し得ない重要な
考慮要素であるといわざるを得ない。



 



【別紙④】

国 東京都 横浜市

形式 審査基準 ガイドライン 条例及び解釈運用基準

法令の規定内容

(開示請求権)
第５条（略）
２　何人も、この条例に基づく行政文書の開示を請求する権利を濫用し
てはならない。
３　実施機関は、前項に規定する行政文書の開示を請求する権利の濫用
に当たる請求があったと認めるときは、当該請求を拒否することができ
る。

判断基準

「権利濫用に当たるか否かの判断は、開示請求の態様、開示請求に応じ
た場合の行政機関の業務への支障及び国民一般の被る不利益等を勘案
し、社会通念上妥当と認められる範囲を超えるものであるか否かを個別
に判断して行う。行政機関の事務を混乱又は停滞させることを目的とす
る等開示請求権の本来の目的を著しく逸脱する開示請求は、権利の濫用
に当たる。」

「開示請求者が行う開示請求が、権利の濫用に当たるか否かについて
は、当該開示請求の内容、態様、開示請求に応じた場合の実施機関の業
務への支障及び都民一般の被る不利益等の事情を総合的に勘案し、社会
通念上相当と認められる範囲を著しく超えるものであるのか否かについ
て 、個別の事案ごと、慎重に判断するものとする。」

「開示請求権の濫用に該当するかどうかについては、個別の事案ごとに
請求者の言動、請求の内容、方法等、当該請求による実施機関の業務遂
行の停滞等の要素を総合的に勘案し、判断することとする。」（「横浜
市情報公開条例の解釈・運用の手引き」）

権利濫用に該当する
場合の決定内容

開示しない旨の決定
（法第９条第２項）

開示しない旨の決定
（条例第11条第２項）
※ただしガイドラインでは「請求の却下」と表現されている。

開示しない旨の決定
（条例第10条第２項）

権利濫用の事例（類
型）

【類型１】
開示請求者の言動、請求の内容、方法等から、開示請求の目的が真に文
書の開示を求めるものでない、又は 公文書の開示を受ける意思がない
と明らかに認められる開示請求が繰り返されるとき。
【類型２】
開示請求の手続等において、著しく不適正な行為が繰り返されるとき。
【類型３】
もっぱら実施機関の事務を混乱又は停滞させることを目的とする開示請
求が繰り返されるとき。

※上記の類型の１つに該当することのみをもって、権利の濫用と解すべ
きではないとの留意事項の記載あり

ア 請求者の言動、請求の内容、方法等から、開示請求の目的が文書開
示以外にあることが明らかに認められるとき。
イ 開示を受ける意思のないことが明らかに認められるとき。
ウ 開示の実施等において不適正な行為が繰り返されるとき。
エ 開示請求する実益はないことが明らかであるにもかかわらず、同一
文書の請求又は文書が特定できない請求を繰り返すとき。


